
第７期第２回横浜市税制調査会 議事概要 

日 時 令和６年９月 25日（水）午後２時 00分から午後４時 00分まで 

会議形式 対面形式（横浜市庁舎 18階 なみき２・３・４・５会議室） 

出 席 者 青木座長、柏木委員、川端委員、柴委員、平川委員、望月委員 

欠 席 者 上村委員 

関 係 局 建築局 

開催形態 公開 

議 題 第１号 住宅に係る横浜市独自の都市計画税の減額措置について 

   （第１回会議追加説明） 

第２号 新築住宅に係る固定資産税の減額措置について 

議 事 別紙「議事録」のとおり 

資 料 【議題第１号】 

 資料 1-1 第１回会議の議題に関する追加説明について 

資料 1-2 新築住宅における省エネ化の推進について（追加説明） 

 

【議題第２号】 

資料   新築住宅に係る固定資産税の減額措置について 
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第７期 第２回 横浜市税制調査会 議事録 

 

令和６年９月 25日（水） 

14時 00分から 16時 00分まで 

横浜市庁舎 18階 なみき２・３・４・５会議室 

主 税 部 長 

それではただ今より「第７期第２回横浜市税制調査会」を始めさせていただきま

す。委員の皆様方におかれましては、本日もご多忙のところご出席いただきまして

ありがとうございます。 

会議の開会にあたり、定足数の確認ですが、本日、上村委員がご欠席となってお

りますが、委員６名のご出席をいただいておりますので、会議開催の定足数は満た

しております。 

次に、本日の税制調査会の議題ですが、今年度は、固定資産税及び都市計画税に

関する事項をご審議いただいておりますが、今回は、はじめに前回宿題事項となっ

ていたものにつきまして、ご説明をさせていただきます。 

その後、地方税法で規定されております、新築住宅に係る固定資産税の減額措置

について、今日的な観点からの評価等をご議論いただきたいと思います。 

続きまして、本日の会議の公開についてですが、原則公開でとしておりますが、

全部または一部を公開しないこととする場合は、座長が決定するものとされており

ますが、どういたしましょうか。 

座 長 公開にしたいと思います。 

主 税 部 長 
それでは早速、議事に入りたいと思います。ここからの進行は座長にお願いをい

たします。よろしくお願いいたします。 

座 長 

それでは、議題に入らせていただきます。 

お手元に議題が出ておりますけれども、まずは前回の宿題ということで、議題第

１号からいきたいと思います。住宅に係る横浜市独自の都市計画税の減額措置につ

いてという、前回ご審議いただきまして、我々税制調査会としてもこの点について

理解を深めておきたいということで議題にしていただいておりますけれども、まず

は、そちらの宿題について、ご説明をいただければと思います。資料１-１並びに

資料１-２に基づいて、よろしくお願いいたします。 

企 画 係 長 

それでは資料１-１のご説明をさせていただきます。 

表紙に「第１回会議の議題に関する追加説明について」とあるものをご覧くださ

い。１ページおめくりください。今回の追加説明の内容をまとめた目次です。１の

「横浜市防災計画について」につきましては、前回会議で○○委員よりご指示いた

だいたものでございます。 

２の「沿道義務建築物の耐震化の状況」につきましては、前回の審議の中で議論

となった点の補足ということでご用意したものです。 

３の「復興財源確保のための個人市民税均等割上乗せ分の使いみち」につきまし

ては、前回、座長からご指示いただいたものでございます。 

４の「都市計画税収の使いみち」につきましては、○○委員から追加的にご質問

いただいたものの資料となっております。 

それでは中身のご説明に入らせていただきます。 

１ページ開けていただいて、２ページ、「横浜市防災計画について①」としてい

るスライドですが、リード文１つ目のマルにありますとおり、災害対策基本法に基

づき、定める地域防災計画ということになっております。住宅の防災に限らず、幅
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広く定める計画になっていまして、PDFで２５２ページもある計画なのですけれど

も、前回取り上げた建築物の耐震化に関する事項は、そのうちの「予防対策」の部

のところに記載があります。 

リード文２つ目のマルですが、減災目標として「建物被害棟数（全壊・焼失）５

０％減少」というのをこの計画では掲げておりまして、建物倒壊などによる被害防

止を重点施策としています。 

次のページをご覧ください。リード文１つ目のマルですが、建築物の耐震化等に

ついて、旧耐震の建物の耐震化を進めることとされています。 

２つ目のマルですが、特定建築物、病院・学校などの多数の人の利用する建築物

や、災害時に通行を確保すべき道路沿道の建築物等や木造個人住宅などについて、

耐震診断や耐震改修工事に要する費用の一部を補助するということがこの計画に書

かれています。 

次のページをご覧ください。こちら沿道義務建築物の耐震化の状況ということ

で、こちらは、防災計画ではなく、第３期の横浜市耐震改修促進計画で書かれてい

るものでございます。１つ目のマルの下線部にありますけれども、地震災害時に通

行を確保すべき道路沿道、これを義務道路と呼びますけれども、その道路沿道の建

築物の耐震化について、令和７年度までに通行障害解消率92％を目標ということで

設定されているということです。 

２つ目のマルにありますけれども、令和５年度時点の通行障害解消率は、89.7％

ということで、この計画で定めた目標に向けては、令和７年度までにあと２％程度

の解消が必要ということになっております。 

次のページをご覧ください。次のページは、いわゆる復興増税分といいますか、

復興財源確保のための個人市民税均等割上乗せ分の使いみちでございます。 

１つ目のマルですけれども、東日本大震災からの復旧・復興を目的に行う震災対

策事業の財源確保のために、個人市民税・県民税それぞれの均等割を平成26年度か

ら令和５年度まで年額500円引き上げるものです。その下コメ印があるのですが、

コメ印のところにあるとおり、その時、個人住民税の退職所得の部分も改正がされ

ておりまして、そこで増収になる分も合わせて震災対策事業の財源に充てることと

されております。 

２つ目のマルですが、いわゆる復興増税分の横浜市における個人市民税均等割

500円上乗せ等による増収額は、平成24年度から令和６年度までの合計で129億円程

度ということです。 

３つ目のマルですが、129億円の増収額の分については、震災対策事業のために

活用した市債、主に緊急防災・減災事業債ですけれども、これについて発行額は

131億円ありますが、この償還財源等に活用しています。等というのは、償還財源

以外にも一般財源部分にも充てているということを担当部門から聞いております。

増収分以上の分がこのような形で充てられているということで、震災対策にしっか

り活用されているということです。 

次のページをご覧ください。都市計画税収の使いみちということで、リード文の

１つ目のマルは地方税法で定まっている使いみちを書いております。リード文２つ

目のマルは、横浜市における使いみちですが、令和６年度予算において、下水道や

公園等の整備に都市計画税収、令和６年度見込みは647億円ですけれども、これを

全額充当するというような形で予算が組まれているという状況です。 

この資料の説明は以上になりまして、引き続き、建築局からもう一つの資料１-
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２の説明をさせていただきます。 

建築企画課環境 

担 当 課 長 

それでは、資料１-２をご覧ください。新築住宅における省エネ化の推進につい

て（追加説明）という表紙をつけております。 

１枚開いていただきまして、１ページです。前回ご質問いただいた内容の確認を

させていただきます。 

前回、本市の住宅省エネ化の推移を「住宅着工棟数に対する認定件数の割合」を

用いて、順調に増加傾向にあるという旨をお示しいたしました。この説明に関連し

まして「他都市はこの推移がどうなっているか」という点をご質問いただきました

ので、同条件で他都市との比較を行いました。 

２ページです。左側、背景が青色のグラフは、前回もお示しした「認定件数」を

県下政令市と比較したグラフです。こちらは認定低炭素住宅の件数を示していま

す。右側のグラフが、今回お示しする「認定件数の住宅着工棟数に対する割合」を

比較したグラフになります。 

本市では平成30年度から順調に増加していることが確認できます。 

川崎市では年度ごとにばらつきがありますが、全体を見た傾向としては、本市と

比較して増加が緩やかであることがわかります。 

相模原市では、令和元年までは比較的低い水準で推移していましたが、令和２年

以降に増加傾向が顕著となり、令和３年以降は本市と同程度の水準となっていま

す。 

３ページです。各都市の推移の要因を各都市の推進施策を踏まえて分析したもの

になっております。 

各都市、ZEH（ゼッチ）水準を対象とした補助制度を設けています。また、各表

の背景には先ほどお示ししました「認定件数の住宅着工棟数に対する割合」のグラ

フを透過させております。 

まず、上段青色の横浜市の表をご覧ください。本市では、平成30年度から令和２

年度まで、ZEH水準の補助制度を設けておりました。令和２年度でこの制度は終了

しており、令和３年度は、補助制度はありません。令和４年度になりますと、ZEH

水準に加え断熱性能等級６・７を条件として、より高い性能の普及促進を目的とし

たモデル事業を、件数を絞って行っています。背景のグラフを見ていただくとわか

る通り、補助制度が無い令和３年度も、順調な増加傾向が確認できます。 

次に、中段緑色の、相模原市の表をご覧ください。相模原市では令和元年までは

補助制度が無く、令和２年度に補助制度を開始、令和３年度に増額しております。

背景のグラフから、制度開始にリンクして件数が顕著に増加していることが読み取

れます。 

また下段の黄色は川崎市の表となっておりますが、川崎市では平成30年度から継

続して補助制度を運用しておりますが、明確な増加傾向は見られません。 

以上のことから、着工棟数が本市や川崎市と比較して少ない相模原市では、補助

制度の件数増加への影響が顕著にみられますが、着工棟数が多い本市や川崎市で

は、件数増加への影響力は小さくなっております。本市の順調な増加傾向は、都市

計画税の減額制度による安定的な件数の引き上げ効果が発揮されているものと考え

られます。 

４ページです。認定長期優良住宅についても「認定件数の住宅着工棟数に対する

割合」をお示しします。 

こちらは他都市と同様に、本市でも安定して推移しており、年度により若干の増
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減はございますが、傾向としては緩やかな増加傾向ということが確認できます。 

認定長期優良住宅については、既に全国一律で固定資産税の減額制度があるた

め、認定低炭素住宅と比較して都市計画税の減額制度の効果は緩やかになっていま

す。また長期優良住宅は、省エネ性能のみならず、耐震性等、様々な要件があるた

め、省エネ性能のみではない認定取得の動機があることが考えられます。予算の都

合で数が限定される補助制度のみではなく、認定を取得すれば必ず得られるメリッ

トとして都市計画税の減額制度を設け、本市が積極的にPRしていくことが、件数増

加の下支えになっていると考えられます。 

５ページです。最後に、前回資料をお示ししました内容を踏まえまして、本市の

考え方をまとめます。 

「横浜市脱炭素社会の形成の推進に関する条例」において、脱炭素社会の形成を

促進するため、税制上の措置を講じるものとされております。その中で、本市とし

ましては、現行の「1/2減額」措置が効果的でバランスの良い割合であると考えて

おります。この現行制度の元、本市の各種計画における目標達成に向けましては、

順調に件数を伸ばしております。以上のことから、都市計画税の減額措置は効果的

な施策として、本市における新築住宅の省エネ化の推進に寄与していると考えてお

ります。 

以上でご説明を終了いたします。 

座 長 

ありがとうございました。 

前回宿題についてご質問された委員もいらっしゃいますし、ご意見若しくはご質

問がありましたらどうぞ。まずは、資料１-１の方からまいりますけれども、防災

計画についてという部分、○○委員、なにかございましたらお願いします。 

委 員 

いろいろとデータを用意していただいてありがとうございます。 

資料１-１の２ページのリード文の２つ目で建物被害棟数50％減少が令和９年度

目標にあって、それが下の参考の抜粋の防災計画の中で見ると、基本目標Ⅰの目標

３の水準だと。４ページあたりを見ると、全体ではないけれども、義務道路につい

ての耐震化の達成率で令和７年度目標に対して、あと２％くらい必要ですというこ

とですね。これは、税制上、耐震化工事における都市計画税の減額措置の政策目標

はこれです、と言っていいのですか。要するに、耐震補強をしないと危ないから税

制上の措置で減額を行い、その一方で、国の法律準拠で防災計画がある。これらが

バラバラに動いていると、素人目にみても何をやっているのだということになりま

す。そうではなくて、防災計画で少なくともここまでは達成しなければならないの

で、そのエンジンとして、税制上の措置も使う、と防災計画と税制措置の関係を理

解していいのでしょうか。 

新築住宅の脱炭素のほうだと、税制上の措置を講じますというのは横浜市脱炭素

社会の形成の推進に関する条例の11条に定められている。それだと、この税制上の

措置を打てといっている政策目標は、脱炭素だと。それに対して、税制上の措置は

これですという対応関係がはっきりすると思うのですが、耐震補強の方は、防災計

画と都市計画税の減額の基準の耐震補強とはどういう関係なのですか。要するに、

耐震補強の政策目標は、防災計画の達成ですと言えれば一番きれいですよね。その

手段として、税制を使っている、それが言えないと逆に困るかなと思います。防災

関係で「税制上の措置の政策目標はこれです」「防災計画はこれです」とバラバラ

になっていてはよくわかりません。防災計画があって、それを達成するために規制

的措置、誘導的措置、いろんな措置があって、それの一つが税制上の減額で誘導す
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るのですといえると、きれいな三角形がかけると思うのですけれども。 

座 長 

今、○○委員おっしゃっているところもそのとおりですけども、前回の途中でも

お話しがあって、今日欠席になっている上村委員もご賛成いただいていたのです

が、この政策目的をはっきりさせるっていうのはそのとおりで、それと同時に、税

制として、耐震工事をしたら減額しますという方法について、政策的に効果がある

のか疑問はありますが、場合によっては工事しないと税額を重くするとことも組み

合わせるという方法が、理論的には成立します。前回、上村委員からも賛同いただ

いたところですが、税制上の効果についてももう一点、目的をはっきりさせろとい

う○○委員のご指摘と、果たしてその税制上の効果が現行の耐震工事をしたら減額

するということで効果があるのかないのか、効果は十分なのか。この点でいうと、

追加でもし税制上の措置が十分でないという場合であれば、税負担を軽くすること

ではなく、むしろ重課も考えてやるべきだというのが税の専門家の我々からする

と、意見の一つです。 

委 員 もう一つの方法として、減額の拡大もあるじゃないですか。 

座 長 もちろんそうですね。 

委 員 

いきなり規制的措置を取るのではなく、例えば10年先までは減額で誘導的に行

い、そこから先は、その間に耐震工事をしていないのだから規制的措置として重課

するといった方法で厳しくやりますっていうやり方もありますね。 

座 長 
いろんな組み合わせがあります。あるいは、固定資産税まで税制上の措置の対象

に入れてしまうとか。 

委 員 

もちろんそうです。入口で防災計画があるので、税制上の措置はそれとどうリン

クしているのですかという説明がまず必要だと思います。それが効いているか、効

いていないかということ。特に、効かさなきゃならないのが義務道路沿道というこ

とですよね。建物の倒壊等による影響が市民全員に及ぶようなところをまず重点的

にやらなければならないのではないですか。89％は現状の実績でできている、けれ

ども２％ぐらい足りないところに必ず実現できるように、これから数年間、まだ加

重してメリットを与えて強引にでも耐震工事の実施に誘導していくっていうのもあ

りますよね。その流れに乗らなかった人たちは、そこから先は自分たちのリスクな

のだから、しかもそれが市民一般に及ぶわけだから、そういうリスクを抱えている

ことに対して規制的措置でリスク排除を強制的にやりますっていうやり方もありま

す。 

座 長 税制調査会としての答申についてはそういう方向で書き込みたいな、と。 

委 員 

座長がおっしゃった、見極めるその評価の部分で、防災計画の達成年度にうまく

着地できるのかっていうのがまずあります。もしそれが少しおぼつかなければ、そ

こまではなかなか民間の財産で難しいところもあるけれども達成できるように。今

は面的に市域全部でやっているわけですよね。郊外部もそうだし、中区のような中

心部でもどこでも同じように措置している、と。それをせめて義務道路の周辺は

100％を目指したいと。次のステップとしては、場所、地域、路線などを限定し

て、そこだけ重点的にメリットを与えてやりますという方法もありうる。だから、

事業評価はすごく大事だと思います。それの物差しとして防災計画は無視できない

わけだから、防災計画との関係でどこまでできますか。あるいは防災計画自体が陳

腐化しているのであれば、防災計画では、ここまでと言っているけれども、実際は

もっとやらなければならない。だから防災計画から上積みして、ここまで達成でき

るように税制上措置しますというのもありますよね。 
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座 長 
現在の目標では、達成しても、義務道路のうち８％は通行できないわけですから

ね。 

企 画 係 長 

今の御指摘については、今回資料でいえば４ページ目で、リード文の一つ目に、

第３期横浜市耐震改修促進計画というのがございます。この耐震改修促進計画でま

さに義務道路の沿道のものはある意味優先的にやっていくといいますか、目標を設

定してやっているとなっています。そして、本市の都市計画税の減額措置もいわゆ

るこの耐震診断義務付けがされている家屋に関しては、工事完了の２年度分を減額

するということで、義務付けされていないものは１年ですので、そういう意味で

は、メリハリは一定程度ついていると言っていいのではないかと思います。 

委 員 それは広報していますか。 

企 画 係 長 はい。 

委 員 
要するに、義務道路あたりの物件の所有者に対して、耐震工事をしようという動

機づけをするぐらい情報を提供しないと分からないですよね。 

企 画 係 長 そこは広報の工夫の問題ではあります。 

委 員 

市が防災計画を策定しても、その達成のために税制措置を用意しても、義務道路

の沿線建物所有者がそれを知らなければ、計画も措置もまったく実効性はありませ

んね。その影響は一般市民に及びます。なので、計画や措置を定めるだけではな

く、義務道路沿線所有者に、耐震補強や建て替えをしようという意思決定をさせる

だけの情報提供、現状説明を粘り強くしていく必要があるように感じます。 

その耐震改修促進計画は、法令に基づく計画か、それとも横浜の任意の計画です

か。あるいは防災計画の下でサブの計画という位置づけですか。耐震だから防災と

関わってはいますよね。要するに政策として、片方では防災計画という国の法令に

基づいて当然やらなきゃならないことであって、それが１階建てか２階建てになっ

ている。その片方で税制上の措置があって、その２つがどうリンクするのかという

ことです。片方に目標が掲げられているのだから、その目標に適合するように、税

制上の措置は使うべきで、これらがかみ合っていませんといわれると両方達成でき

ないような気がします。 

座 長 

そのように、また今年の取りまとめで記述していきたいと思います。最後のとこ

ろで引っかかるのは、次の資料にも同じようなことなのですが、やっぱり減額措置

の効果については、証明することが大変難しいので、どういう書きぶりをするかと

いうことになってきますが、資料１-２の方で省エネ住宅の方の効果についてのご

意見いただければと思います。正直に言うと、役所の方からあまり効果があるとい

われても、市民の気持ちからするとそうではないのではないかという話になります

ので、このあたりの書きぶりがちょっと難しいとは思うのですけれど、何を根拠に

どういったエビデンスで効果の有り無しを判定するのかの記述は少し気をつけた

い。 

委 員 
一つは、資本的支出になって減価償却期間が延びれば、それだけの投資をしてく

れているということですよね。修繕費レベルでは足りない。 

座 長 

一つの基準としてそういうものを出せることは出せるのですけれど、これはいろ

いろありますので。所得水準も関わってきますし、川崎市と横浜市を比較するとみ

たいな話も出てきます。何が決定打なのかというのはなかなか難しいので、その書

きぶりについては慎重にしたいと思います。効果があるので、税制度としてこれを

打てば必ず皆さん改修してくれますといった書き方はちょっとできませんので、そ

こは注意深く答申を取りまとめていきたいと思いますけれど、できる限りいろいろ
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とこういう要素があると委員の皆様からアドバイスいただければそれで書き込みた

いと思います。 

委 員 
よろしいですか。逆算すると固定資産税の評価額が上がるような、古い物件がい

くつあるかというデータは取れますか。 

主 税 部 長 「上がるような」というのは。 

委 員 

資本的支出で対応年数伸びているわけなので、法人税ベースで未償却残高に算入

しますよね。固定資産税の評価も基本的にはそれに連動するはずなので。時価が高

くなるはずですから。要するにボロボロのビルよりは耐震補強など投下資本を入れ

たビルの方が評価額は高いと思います。国のデータは取れないから純粋なデータは

わかりませんが、評価額ベースで上がっているものがとれませんか。 

主 税 部 長 理論的にはそうなのですが、データをとるのは正直難しいです。 

座 長 
では、引き続き、答申の取りまとめまでいろいろとアドバイスいただければと思

います。○○委員、いかがですか。 

委 員 

建築局の話にいきなり入るのではなくて、税収がどういうふうに使われているの

かをまず明らかにするほうが良いと思います。 

例えば資料１-１だと、復興財源確保のための個人市民税均等割上乗せ分は、耐

震対策に多く使われているようですが、一方で都市計画税収のほうだと、主な充当

先の中にあまり防災関係のものが書かれていないので、どういう風に財政局が考え

ているかをまず明らかにしていただくのが先かなと思います。 

その後に固定資産税等の話にいくようにしたほうが安全に行けるのではないかと

思います。そこでは、現在行っている減額措置について、建築局が制度を継続した

いという前に、まず、施策の体系を整理というか、どのような体系になっているの

かを捉えた方がいいのかなと思いますし、そういったことを○○委員はおっしゃっ

ているのだと思いますので。 

座 長 今おっしゃったのは、税制の俯瞰図みたいな感じですか。 

委 員 

そうですね。今の段階だと防災・減災とか。あと震災とか、水災害があった時に

道路を通れるようにするとか、そういう方向のもと、横浜市の税制がどのようなと

ころに寄与しているかっていうのを、全部網羅してなくてもいいと思いますので、

どこに効いているのかがわかるものがあると良いと思います。 

座 長 
何が行われているかというのは一覧表を作っていただければ簡単ですけれど、効

いているか効いていないかというのは一番難しい。 

委 員 そうしたら、効いているかは別として、どういうふうに使われているか。 

座 長 要は、今までの資料だと部分的なのであまり理解が難しいということですか。 

委 員 

そうですね。前回もそうだったと思いますが、これをやっています、頑張ってい

ますっていうのはそのとおりで、すごく頑張っているのはわかるのですが、結局あ

まりよくわからない理由の一つは、多くのメニューがあって、いろんなことをやっ

ているから、全体像がつかみにくいからだと思っています。 

座 長 事務局、これ以外になにかありますか。 

企 画 係 長 体系的にということですか。 

座 長 建築、耐震、防災絡みで、都市計画税がかかわるようなもの。 

委 員 都市計画税だけではないですよね。 

座 長 固定資産税と都市計画税。 

委 員 あと市民税。 
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委 員 入っていれば、そうですね。 

企 画 係 長 
税制との紐づけではなく、予算全体の話になってしまいます。税収をどのように

使っていくのか、というのは別の議論のような気がいたしますが。 

座 長 
使途ではなくてあくまで税制ですから、重課もあるけれど、減税するしかないで

すが。 

委 員 

解決策に一気に行く前に、計画とどう結びついているのかですよね。横浜市防災

計画と、さっきのご説明だと耐震改修促進計画っていうのもありますとご説明があ

りましたけれども。そういうものの計画と財政局の取り組みと、あと建築局の取組

がどのように有機的につながっているのかの全体像が把握できるとわかりやすいの

ではないかという意味だと思います。 

主 税 部 長 

防災計画で言いますと、元々防災計画の中に税で措置をすることなどの文言があ

るのでこの制度を作ったというわけではなく、地方税法で固定資産税の減額の規定

がありますので、それの横出しをしようという形で制度を作っています。その時に

防災計画がどのくらい意識されていたかというと、正直そこまで意識はされていな

かったと思います。もう一方の方の省エネの方は条例で規定があります。そちらの

ほうは後から脱炭素条例ができましたので、きれいな体系になっているように見え

ますが、そういう意味では委員ご指摘のとおり、防災の方とのリンクを税としては

持ってないところは正直あります。 

委 員 財政局サイドでは持っていない。 

主 税 部 長 そうです。 

委 員 建築局サイドでは持っていますか。あるいは市全体では。 

主 税 部 長 

市全体の防災の観点というところもあると思いますけれども、全体の計画と税制

とのリンクが少し足りていないというのは、委員の皆様が先ほどまでご指摘のとお

りかと思います。そこは今後、考えていかなければいけないかなというところがあ

ります。 

座 長 
我々は市長に答申するのですから、体系的になっていないというような書きぶり

は可能です。 

委 員 
そこは別に突っ込まなくても、元になる条文があるかを聞いているわけではなく

て、政策として一貫しているかというのが大事だと思います。 

座 長 
それは誰が企画して誰が統率するかですよね。財政局は逆に、減額するのは反対

する立場でしょうから。 

委 員 

普通はね。だけどそういう政策のためだったら減額措置をするっていう意思決定

は、最終的には市長が政治的責任でやると。議会も政治的責任でそれの可否を論ず

るということが市の構造として必要ですよね。 

答申にはそれを率直に書いてくれてもいいし、防災計画があるのでそれにできる

だけ適合するように頑張っていますというような感じでまとめてくれてもいい。 

座 長 

ただ、どこの役所でもやっぱりアドホックになりがちですから。国の方で決まっ

たから、それに付随してもうちょっと上をいこうとやりがちですから。どこの自治

体でも、多分、全体を見通して理解しているところはないのではないかなと思いま

す。 

委 員 そうすると、減額措置の有効性の判断の物差しがなくなるということですよ。 

委 員 
横出しのやり方が有効性の判断を難しくさせているというか、横出しはどこでも

トライするし福祉系とかでもやっています。 

座 長 それでも、我々のような外部者の専門家からすると、それをもう少し組織だっ
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て、目的をはっきりさせた上でちゃんと整合性をとってやるべきだという意見にな

るわけです。 

委 員 

そうでもありますし、横浜市だけではなく他の市町村もそうですが、横出しをし

たりすることによって、仕事を難しくしている部分もあると思います。だから効果

を判断するのが難しいとか、今日みたいなところになってきます。ですので、どこ

までできるかはわからないとしても、全体像を掴んでおくというのは大事なことな

のではないかというふうには思います。 

座 長 
すごく高尚な話になってきました。税制で政策を打つのはいかがなものか、どう

すべきか。 

委 員 税制の前に、財源の話ではなくて事業の仕方の話だと思います。 

座 長 

かなり難しい話になってきました。また取りまとめに向けてご意見いただいてい

るところをまとめて苦労しながら答申を書きたいと思います。 

次に復興財源については、私から質問させていただきましたが、一言で言うと、

今のいわゆる民間の家屋について使っているのか、この政策に役に立っているのか

ということでご質問をさせていただきました。結果、わかったのは公共施設にしか

使ってないということですので、復興財源はもうほぼ市営の公共施設の事業債に使

われたということで、民間の家屋の建て替え等には一切使われていないということ

がよくわかりました。ありがとうございました。 

都市計画税の使いみちについて、○○委員からご質問いただきましたが、いかが

でしょうか。 

委 員 

データの方ありがとうございました。都市計画事業をするには都市計画税収だけ

では足りないはずだと思います。ですから多分一般財源からも出ていて、その足り

ないところをなぜ減額するのですかっていうこと。それから目的税なので、目的税

の使途にしか使わないといけないと言っているところを減額するということに、な

にかしら説明がいると思いますけれども、そこはどのようにお考えですか。 

主 税 部 長 

やはり政策手段の選択ということになるのかなと思います。様々な都市計画の独

自の減額措置として、脱炭素化の推進や耐震化の推進というその時々のトピックス

を踏まえてやっているところです。あと都市計画税収だけでは足りないので、一般

財源もあててやっているということでございます。繰り返しですけれども、それぞ

れの減額措置が、導入したときの背景や政策の優先順位を踏まえて行っているとい

うことです。 

委 員 でもそれは、一般市民に効果が及ぶからですよね。 

主 税 部 長 もちろんそうですね。 

委 員 

個人の金庫の中に入っている財産に都市計画税の減免をしているわけではなく

て、道路沿いに建っているからこそ都市計画税を減免してでも耐震補強してもらわ

なければならない。そうでなければ例えば救急車が通れなくて、遠いところに住ん

でいる人の命が救えなくなってしまうというようなことですよね。つまり一般市民

に利害がある。都市計画自体の財源であるけれども、地震が起きたとき、津波が起

きたとき、災害が起きたときにいかに市民の安全を確保するかっていう意味では所

有者だけの問題ではない。だから所有者には耐震補強をやってもらわなければなら

ないし、その誘導措置として減額していると言えるのではないですか。全く関連が

ないといってしまうとよくないですよね。 

座 長 都市計画税って超過課税はできないのですか。一定税率でしたっけ。 

主 税 部 長 制限税率で、0.3％です。 
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座 長 
0.3％の制限税率まではできる。それも一つの方法ではありますけどね。耐震不

足が市民全体にかかわるようなものは税率を上げておいて、とか。 

委 員 都市計画税ではなくとも、新しい税金を作ってもいいのではないですか。 

座 長 もちろんそうです。固定資産税の超過課税でもいいですしね。 

座 長 我々の立場としては、増税も含めて提言することは可能です。 

委 員 

だから片方で増税して、片方で誘導的に減税して、まず重点的にやらなきゃなら

ないところからやっていって、最後は市域全体について、面的に耐震性を確保でき

ればよい。階段を上っていくように。本当は何十年かのプロセスで説明してもらえ

ると、今ここまで来ていると分かるけど、そんなに何十年というプロジェクション

が政治的にはブレが大きいでしょうからここ５年とか10年ぐらいの目標はこうなっ

ている、あるいは中期計画との関係ではこうなっている、くらいまでですかね。 

新しい税目だってかまわないと思います。 

座 長 法定外税を作ってもいいし、超過課税をしてもいい。 

委 員 そうです。必要であれば。 

座 長 

はい。ということで取りまとめに向けて少しやらせていただきたいと思います。

ありがとうございました。 

それでは、お待たせしました。建築局の方から追加で御説明をいただきまして、

資料そのものは大変にわかりやすくなったかなと思います。感謝申し上げるところ

です。何か、これは我々全員でご意見を出したところですので、ご意見、ご質問あ

ればどうぞ。 

委 員 
一点だけ。いただいた資料の3ページで、横浜の場合に補助金額が非常に手厚い

金額になっているのですけれど、これは何か背景があるのでしたっけ。 

建築企画課環境 

担 当 課 長 

省エネ住宅について、令和２年まではZEH水準の補助を行っていました。それは

他都市と同等なので補助金額もそんなに大差がないという状況でした。令和３年は

お休みして、令和４年からは省エネ性能の高いものを集中して補助していこうと。

そしてリードオフマンみたいな建物をどんどん増やしていこうということで、非常

に高い省エネ性能のものを補助する形に変えました。そのために補助金額も増えた

というところです。 

委 員 

横浜はやっぱりこの環境先進都市というのを宣言して、環境対応に積極的に取り

組むっていうことがバックグラウンドにあったとうろ覚えですが思っていますけれ

ども、これは間違ってないですか。確かCO2排出量の削減目標もものすごく厳し

い。他のところよりも削減目標を高く掲げて政策を行っていくっていうのを宣言し

て決めましたよね。それの影響というのはありますか。 

建築企画課環境 

担 当 課 長 

もちろんございます。国は2030年までにCO2削減量を46％減という目標を立てて

おりますが、横浜市はそれよりもかかと上げて、50％減という形で進めておりま

す。 

座 長 

今ご質問いただいたところで、もう一つ追加で教えていただきたいのですけれ

ど、補助金総額が上限になっている場合に、１件当たりの補助額が他都市と比べて

ゼロが一つ多いとなると、件数が逆に少なくなってしまう。このあたりの選択はど

のようにお決めになっているのか教えてください。他都市みたいな水準にすれば、

これの10倍ぐらいの件数は補助できるわけですよね。 

建築企画課環境 

担 当 課 長 

他都市は、ZEH水準ということですと、省エネ基準に比べて一段階高いところま

でなのですが、横浜市については省エネ性能を２段階３段階高いところまで求めて

います。 
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座 長 

基準の方ではなくて、同じ水準だとしても例えば平成30年、令和元年あたりで、

補助金が50万円だと20件で上限になってしまうじゃないですか。それをもしも川崎

並みの15万円とかにすれば、3倍ぐらいの補助ができるわけですけれど、そうはせ

ず集中して、20件だけはバンと補助をやりますという選択をしているのはどのよう

なお考えなのかなというのを教えていただければと思います。 

建築企画課環境 

担 当 課 長 

確かに少しだけ補助をして広くという考え方もございますけれども、なるべく全

体の引き上げのために、省エネ性能の高い住宅を普及させるという意味において

は、省エネ性能の増加分を補助してあげるというそういう考え方になっておりま

す。そのために、省エネ基準を４から５に上げると、国の試算ですけれども、40万

から70万かかるということが挙げられておりますので、そういったところからも、

通常に建てる家よりも高い省エネ性能の住宅を建てるためには、プラスアルファが

かかるので、その分を補助するという形になっています。 

委 員 

ちょっと確かそのときの記憶で、広く薄くやると全体としてのCO2削減の効果っ

ていうのはそれほど大きくなくて、むしろ重点的に、非常にCO2削減効果が高い方

にウエイトを置いて、それに補助してやっていくことの方が、確か削減効果が大き

い。それで先進性を出すということと同時に非常に高いCO2削減効果のものを優遇

してあげるというような、先進的な政策をやるというのが記憶にあるのですけど、

そういう発想じゃなかったでしょうか。うろ覚えで申し訳ないのですが、たしかそ

ういう発想でやられたのではないかなと思うのですけども、確認していただければ

と思います。 

建築企画課環境 

担 当 課 長 

令和４年に大きく補助額を上げたところについてですが、こちらはモデル事業と

して補助金を上げておりますが、それまであまり多くはなかった等級６、７の非常

に断熱性の高いものを増やすために、しっかりと補助をして、断熱性能の高いもの

を作っていただく。それに関して、アンケートや様々なデータをとらせてもらうと

いうことを条件にこれだけの補助をしていくという形で、モデル事業としてやった

というところです。令和４年のやや高額の補助というのはそういった趣旨がござい

ます。しっかりと省エネ性能が高いものを作ることを条件に、性能を上げるために

必要なコストの補助をしたというものになっておりますので、そこで委員がおっし

ゃるようにモデル事業としてやったというところがございます。 

座 長 
政策目標をCO2の削減というところに重点を置くとこうなると。 

はい、○○委員お願いします。 

委 員 
確認だけなのですが、補助対象件数っていうのが横浜市だと表の上から３つめ、

この件数というのは予算枠の話ですか。あるいは交付実績の話ですか。 

建築企画課環境 

担 当 課 長 
これは交付実績になっています。 

委 員 そういうことですよね。わかりました。 

建築企画課環境 

担 当 課 長 
ただ、人気がありますので、ほぼ予算の上限と同じです。 

委 員 そうすると、６件で上限いっぱいになってしまうのですか。 

座 長 そういうことです。ですから、認定低炭素住宅の認定数と比べると1割ぐらい。 

委 員 
そうすると、平成30年の19件というのは予算枠も19で実績も19件。予算枠が19と

いうのはなんか中途半端なような気がするのですが。 

建築企画課環境 

担 当 課 長 

予算枠といいますか、予算総額に見合った件数がこの19件ですが、何件で予算を

取っていたかというのはこちらデータを持っておりません。 
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座 長 総額で割っているという感じですかね。 

委 員 でも補助金は50万円ですよね。 

建築企画課環境 

担 当 課 長 
補助金は50万円までとなっています。 

座 長 おおよその予算枠の総額のイメージ的には、件数で倍にしていただければ。 

委 員 
そうすると、平成30年の予算枠は単価50万、20件で、実績が19件だったと。令和

元年では同じ予算額だったのだけれども、20件全部使えたと読む数字ですよね。 

座 長 

そのような感じだと思います。実際にはいろいろいろいろなトラブルもあるでし

ょうし。ですから我々とするとこれはもう効果測定もできませんので、我々が補助

金に口を出すことがよいのか悪いのかもわかりませんが、要は、やり方は川崎と横

浜では違いますということですね。こちらはトップランナー方式ですね。 

委 員 

質問よろしいですか。スライド３の一番下に、補助制度は件数増加への影響力は

小さくとありますが、その次の文章が、効果が発揮されていると考えられていると

あります。日本語的に少し変かなと思いますが、どういう意味でしょうか。 

建築企画課環境 

担 当 課 長 

補助制度は、件数を見ていただいたとおり全体に対する比率は少ないです。こち

らの方は早い者勝ちなので使い切ってしまうっていうところなのですが、都市計画

税の方は、きちんと省エネ性能の高いものを作っていただければ、減額措置を受け

ることができるということでは、安心してこの制度を使えるということを意識して

省エネ住宅が作れるというところでは、安定的な引き上げ効果というふうに言わせ

ていただいております。 

委 員 
では、補助金はあまり影響がなくて、都市計画税の減額の方が重要だということ

ですか。 

座 長 

これは所管局からの主張ですので。効果についてはちょっとわかりませんけれど

も、少なくとも漏れなく申請されれば減額措置は適用されるということは間違いな

いところですので、補助金は先ほど明らかになったようにトップランナー方式で、

ごく限られた優秀なところにもう本当に少数で行っていますので、それと比べると

都市計画税の減額は全て適用されるというところは間違いないです。 

委 員 

これはモデル事業なのですよね。データを取るための対価が150万、200万なので

すよね。データが欲しいので、この等級６、７の高い水準を達成するとどれぐらい

CO2削減の効果があるかを実証したいのでこれだけの金額の補助している。 

建築企画課環境 

担 当 課 長 
そうですね。 

委 員 

だから件数も少ない。けれども水準が高く、今まで持っていなかった実際のデー

タがほしい。 

一般的に補助をしているのではなく、補助制度なしの状態が令和４年度以降も続

いていて、データを取るための特殊な実験についてだけ、そのコストがかかるので

補助しているだけですよね。 

建築企画課環境 

担 当 課 長 
はい。令和４年についてはモデル事業としてやっています。 

委 員 令和５年以降はどうですか。 

建築企画課環境 

担 当 課 長 

令和５年以降はもう少し金額を変えた形で、等級６、７に向けての補助事業をや

っております。 

委 員 件数はわかりますか。 

建築企画課環境 すいません。件数は今数字を持ち合わせておりません。 
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担 当 課 長 

委 員 

令和５年はまだ実績が出ていないですか。令和６年はまだわかりませんよね。決

算が決まらないとわからないですか。６件なのか10件なのかざっくりした数字で構

わないのですが。それとの見合いで読むと一番下の今ご指摘のところですが、補助

は実験のためには何かやらざるを得ないのでやっているけれども、基本的には補助

で動くということは考えていないので、都市計画税の減額の方で誰でも減額を受け

られるようにした方がいいのではないかと思っているというように読めますよね。

そのように読んではだめですか。 

座 長 

補助金と減額措置がちょっと逆方向を向いていますからね。補助金の方は少数。

減額の方は広く薄くやっていますので、これらに整合性があるのかっていう意見も

出るかもしれません。 

委 員 
補助のほうは実験のために補助をしているだけで、一般的に補助をしているわけ

ではないですよ。 

座 長 

令和４年はそういう形になります。その上で、最後のページになりますけれど、

先ほど○○委員からご指摘いただいたように、法律・条例との関わりというところ

で、「税制上の措置、その他の措置を講ずる」というところについて、ご意見はど

うですか。 

委 員 

制度的な話ではなくてポリシーが一貫していますかっていう話ですので。条例で

規定するぐらいですから、矛盾しているとは思えないので、それはいいのではない

でしょうか。 

座 長 

この点についても耐震と同じですけれど、税制上の措置ということなので、今は

優秀な方を減額していますが、優秀ではない方に重く課税するということも理論的

には考えられます。 

委 員 当然です。 

座 長 
低炭素住宅、認定を受けない住宅については超過課税するということもあり得る

ということで答申の方は書きたいと思います。 

委 員 あるいは新築の逆で中古といえばいいのか、空き家といえばいいのか。 

座 長 その問題もありますよね、中古の問題も。 

委 員 

空き家は使っていないですからCO2を排出しているとは多分言えないと思います

が、かなり老朽化しているようなところで、昔と同じような使い方をしているも

の。 

座 長 そういうところについては負担を重くすることも考えられる。 

委 員 
個人の住居では考えられないですけど、商業用のビルだったらあるのではないで

すかね。特に繁華街だと。 

座 長 あると思います。 

委 員 

そうするとこの税制度の措置って減額するだけではなくて、誘導するために、い

きなり規制的措置に入るよりは一旦はメリットを与える。だけれどもメリットに乗

らない人達には規制をかけますと予告してやっていけばいいと思うのですよね。 

座 長 

いいと思います。我々は理論の専門家ですからそういう風な書きぶりをしていき

たいと思います。 

それでは前回の宿題が長引いてしまいましたが、どうもありがとうございまし

た。建築局様ありがとうございました。 

それでは引き続き第２の議題に行きたいと思います。いよいよこれは固定資産税

の本丸になりますけれども、ご存じのように新築住宅について固定資産税減免が全
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面的に行われているという状況について、それをどのように考えるのかというとこ

ろになります。それでは資料のご説明をお願いいたします。 

企 画 係 長 

それでは、表紙に「新築住宅に係る固定資産税の減額措置について」とある資料

をご覧ください。 

では資料のご説明をいたします。１ページ開けていただきますと、今回のご説明

内容を目次でまとめておりまして、１は、新築住宅に係る固定資産税の減額措置の

概要のご説明、２としてに、減額措置創設時からの住宅ストック等の推移をご説明

して、３として、地方団体等からの税制改正要望の内容等をご説明させていただき

ます。 

次のページから１の減額措置の概要について説明いたします。 

１ページ開けていただきまして３ページをご覧ください。 

こちらの資料は前回の会議でも使ったものです。リード文の１つ目のマルですが

住宅取得者の初期負担の軽減を通じて、良質な住宅の建設を促進し、居住する家の

向上及び良質な住宅の形成を図るため、地方税法において措置されています。 

次のページをご覧ください。 

こちらは新築住宅の、一般住宅分に係る固定資産税の減額措置の適用実績です。

リード文１つ目のマルですが、税収影響額は、令和６年度適用分で約３３．７億円

となっています。課税されている家屋のうち、約7.5%が本減額措置の適用を受けて

います。 

次のページをご覧ください。 

こちらは新築の認定長期優良住宅です。リード文１つ目のマルですが、税収の影

響額は、令和６年度分で約８億円となっています。 

次のページをご覧ください。 

これまでの経緯を簡単にまとめたものです。 

リード文の１つ目のマルですが、この制度は昭和27年に発出された通牒により適

用を開始し、昭和39年度に法制化されました。それ以降、期限延長を繰り返してい

ますが、大枠はほとんど変わらずに延長されてきているというようなものです。 

次のページをご覧ください。 

この減額措置の政策目的です。リード文１つ目のマルですが、本減額措置は、昭

和39年に全国的に住宅の量が不足する中で、住宅の建設を促進する観点から法制化

されたものです。下に参考資料として昭和38年の税制調査会の答申で、下線で太文

字にしていますが、住宅建設の促進は現下の急務といわれていて、そういった社会

状況を踏まえて整備されたということです。 

上のリード文に戻りまして、２つ目のマルですが、現在、国土交通省で２年に一

度税制改正要望が挙がっていますが、その中では住宅取得者の初期負担軽減が掲げ

られています。 

続きまして、次のページ以降「本減額措置創設時からの住宅ストック等の推移

等」をご説明します。 

次のページをご覧ください。 

「本減額措置創設時以降の総住宅数及び総世帯数の推移」です。 

このページは全国ベースの数字です。 

１つ目のマルですが、減額措置が法制化された昭和39年の前年の数字ですね、

1963年の総住宅数は約1800万戸で、１世帯当たり住宅数は0.96戸ということで、１

世帯につき１戸はないという状況であったということです。 
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２つ目のマルですが、1968年、この５年後以降は、総住宅数が総世帯数を上回っ

ています。この統計でいうところの2018年ですが、この段階では１世帯当たりの住

宅数が1.16戸となっています。 

次のページをご覧ください。 

次のページは、今の資料の横浜市版という形です。横浜市も全国の推移と似た形

になっています。 

次のページをご覧ください。 

全国ベースの人口と世帯数の推移です。 

１つ目のリード文のマルですが、国勢調査結果によれば、平成22年調査結果をピ

ークに人口減少は続いています。 

一方で、２つ目のマルですが、世帯数はずっと増え続けています。 

次のページをご覧ください。 

横浜市の人口の推移となっています。 

人口は、令和２年国勢調査時点では約377.7万人であり、ここまではずっと右肩

上がりで増えていたのですが、直近の令和６年９月１日現在の数字では377.1万人

ですので、横浜市においても最近ですが人口減少に転じたという状況です。 

２つ目のマルは世帯数ですが、世帯数は全国と同様、増え続けている傾向は同じ

です。 

次のページをご覧ください。 

全国の空き家の状況です。 

真ん中のグラフにあるとおり、空き家の数は増加傾向となっており、リード文１

つ目のマルですが、2023年は約900万戸で過去最高、過去最多となっています。 

賃貸、売却用や別荘などの二次的住宅を除く空き家が前回調査である2018年度と

比べて直近５年で37万戸増加しています。 

資料にはありませんが、近年、いわゆる空き家問題が社会問題としてクローズア

ップされており、新聞報道などでも地方では家仕舞いが難しいといったことがいわ

れています。 

また、空き家対策特別措置法の改正法が昨年12月に施行され、これまでの特定空

き家だけでなく、管理不全空き家というもう少し手前の段階のものも、自治体から

の勧告を受けると住宅用地の特例が外れるといった法制上の手当がなされる状況と

なっています。 

次のページをご覧ください。 

横浜市の空き家の状況です。 

横浜市においても空き家の総数は増加しており、賃貸、売却用や二次的住宅を除

く空き家が市内の空き家全体の29％を占めています。この29％という数字を全国の

ほうで見ようとすると、１つ前のページで、空き家の内のその他の部分は全国ベー

スだと、計算すると42.8％となっています。横浜市は比較的使いみちの決まってい

る空き家が全国に比べると10％くらい多いと言えそうですが、３割くらいは使い方

が決まっていないというような状況です。 

次のページをご覧ください。 

全国の中古住宅の流通量です。国の住宅・土地統計調査によると、建て替えを含

む住宅取得に占める中古住宅の割合は、長期的には上昇傾向で推移しているといわ

れております。 

次のページをご覧ください。 
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中古住宅の流通量の国際比較です。これも国の資料からもってきていますが、リ

ード文にあるとおり、主要先進国では住宅取得に占める中古住宅の割合は７割を超

えており、単純に比較すると日本の中古住宅の流出量は国際的に見て低い水準とな

っているのが、国の報告の中ではいわれています。 

次のページをご覧ください。 

横浜市の既存住宅の流通状況です。 

グラフを見ていただくと、赤い折れ線グラフが、住宅取得の中で中古住宅の占め

る割合を示しており、直近の数字でみると、18.5%となっています。これは全国と

比較すると２つ前のページになりますが、2018年で比較すると、全国が14.5％であ

るのに対し、横浜市では18.5％となっていますので、４％前後横浜の方が中古の住

宅の流通がされているといえると思います。 

次のページをご覧ください。全国の除却住宅の平均築後年数です。取り壊した時

点の築年数を見てみると、2000年代前半以降は長くなってきており、住宅の長寿命

化が進んでいると見られると国の報告書では書かれています。 

次のページをご覧ください。 

横浜市の建築時期別の住宅数の推移です。先ほどの取り壊したものの平均築後年

数ではなく、いま建っている住宅に関する資料なので先ほどの除却住宅の平均築後

年数とは意味合いは違いますが、築年数の長い住宅が増えているという部分はこの

資料でも見られます。グラフの中に吹き出しを入れていますが、例えば平成20年の

時点では25％程度が築30年程度だったものが、平成30年では37.2%ということで、

古いものが増えてきたというところです。 

リード文のマルの２つ目ですが、「住宅の構造部分や設備の老朽化、住宅機能の

陳腐化が進行しつつあり、適切なリフォームや更新を進めつつ良好な居住環境を確

保することが必要と考えられる」ということで、横浜市ホームページで図とともに

説明しています。 

次のページをご覧ください。 

こちらは新築住宅の環境性能について説明する資料です。こちらは国土交通省の

ホームページに公表されている資料です。 

リード文１つ目のマルですが、ZEH基準の水準の省エネルギー性能への新築の適

合率は、住宅全体の36.6％となっておりまして、令和４年度時点なので比較的新し

い数字だと思います。 

マルの２つ目ですが、新築住宅については、遅くとも2030年までにZEH水準の省

エネ性能が確保されていることを目指しています。そこから見て、この数字をどう

考えるかというところです。 

次のページをご覧ください。 

ここからは、地方団体からの税制改正要望の内容等を御紹介します。 

次のページ、２２ページをご覧ください。 

指定都市市長会・議長会共同の連名で国に対して要望しているものです。 

「大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望」という名前で、政令

指定都市の間では通称、「青本要望」と呼んでいる要望です。このページの下の方

に太字にして下線を引いていますが、住宅ストックの充足や空き家の増加といった

現状を踏まえて新築住宅に係る固定資産税の減額措置を見直すことを要望していま

す。これは、指定都市市長会・指定都市議長会の連名で国に対して要望しているも

のです。 
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次のページをご覧ください。 

こちらは全国市長会と全国町村会、地方３団体のうちの２つそれぞれの要望内容

です。上の方が全国市長会で、こちらも課税標準等の特例措置についてはというこ

とで、直接的に新築住宅の特例という文字は入れていませんが、見直しを求めてい

ます。下の全国町村会の方は、太字になっているところですが、新築住宅に係る減

額措置については、税制上支援すべき住宅への重点化等を検討することしていて、

廃止というよりは対象の住宅をもっと重点化するべきということを要望しているも

のです。 

次のページをご覧ください。 

こちらは昨年12月に出ております令和６年度与党税制改正大綱で、本減額措置に

ついて新たに言及したものです。 

税制改正大綱の「第３ 検討事項」において、新築住宅に係る固定資産税の税額

の減額措置については、住宅政策との整合性を確保する観点から、地方税収の安定

的な確保を前提に、そのあり方について検討すると書かれています。 

次のページをご覧ください。 

新築住宅の特例に関して、最近の国会でのやり取りです。 

令和６年２月19日の衆議院・総務委員会においてのやりとりです。「昭和39年か

ら続く新築住宅の特例措置は、それが特例だという認識もないまま目的が変化し、

なし崩しになっている側面もある。新築住宅に係る固定資産税の減額措置の見直し

の必要性について、総務大臣の見解を伺う」という形で質問がされています。 

総務大臣からの答弁として、始めにこの減額措置の導入の経緯について答えてい

て、全国的に住宅の量が不足する中で住宅の建設を促進する観点から昭和39年に創

設されたものと承知していますと言っており、最後に令和６年度与党税制大綱を踏

まえた具体的な見直しのあり方につきましては、住宅政策としては国として様々な

視点が考えられますことから、地方税収の安定的な確保を前提に、住宅政策を所管

する関係省庁と議論して検討してまいりたい、と答弁しています。 

次のページ以降は、参考資料です。大都市の財政状況や、主に大都市から税源が

流出している形の税制改正が行われているものなどをご紹介するものです。 

事務局からの説明は、以上です。 

座 長 

ありがとうございます。 

最後の方で要望もありますけれども、我々はこれに囚われることなく意見を言っ

ていければと思います。まず一点目ですが、今年の答申といいますか、報告書の大

黒柱になりますけれども、固定資産税の再点検ということでやっていくと、一番課

題となるのは、新築住宅の２分の１減税という問題をどのように考えるのかという

ことです。これについて事務局に資料を作っていただいたところ、昭和39年にでき

たもので、当然社会状況も全く違うというところで、住宅ストックの充実というか

持家政策を強力に推し進めていた時期で、これに基づいて固定資産税の減額が行わ

れてきたということです。途中で再点検などなかったのかというと、本当にこのま

まズルズルとやってきたのかなという感じがします。これをどう考えるのかという

ことが一点目になります。 

二点目になりますけれども、少し論点メモと変わってきてしまうところがありま

すが、新築住宅の特例ではなくて、新築住宅の中でも省エネ住宅に集中することに

ついてはどうなのかということが第二点目になります。 

三点目、資料からすると空き家問題というものが当然固定資産税の場合は出てき
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ますので、誰が取り締まるのかといったなかなか難しい面はありますけれども、空

き家問題・空き家対策を少し税制として考えられないのかというのが第三点になり

ます。 

第四点目が空き家対策と少しリンクしますけれども、中古市場というものを流通

させようということで、リフォーム促進税制というものが考えられないのかなとい

うのが第四点目かなというふうに思っております。 

以上の点について、皆様からご自由なご意見いただければと思います。まずは新

築住宅について、おおよそ資料をさらってみるとこういったところが出てきます。

国会の答弁まで出していただきましたが、この点についていかがでしょうか。 

委 員 

言えることは、地方団体の税制改正要望にも出ているとおりで、新築住宅に対し

て優遇しているにも関わらず、私の田舎なんて空き家だらけでどうしようもない状

況になっています。特に、本当に住宅政策として、過去においては、やっぱり住宅

が足りないっていうことで、住宅促進税制の一環としてこういう政策が行われたと

いう意味はあったと思います。ですが今の時代、本当にそれを継続するっていうこ

とが、そもそも地方の税収が足りないという状況を踏まえると、果たして本当にそ

れで軽減して、税収が足りないという状況をそのまま継続させるっていうのはどう

なのか。もはや減額の根拠はないと思います。皆様も多分そう思っているのではな

いかと。 

委 員 僕はちょっと違います。 

座 長 はい、いかがでしょう。 

委 員 

僕は高規格住宅の新築住宅は残していいと思います。つまり、将来リノベーショ

ンができるような高規格の住宅は、一旦新築にしたあと、40年経ってリノベーショ

ンしたら、次も使えるわけですよね。資料にアメリカの例が出ていましたけれど、

アメリカの木造住宅は、100年前のものが普通に流通しています。新築とほとんど

同じ値段です。 

理由は二つあって、一つは、家屋が高規格だからです。というよりは簡単にいう

とペンキを塗りたくっているので、腐食しにくい。 

それからもう一つは、税金のメリットがあって、アメリカ国内の居住用の木造住

宅の償却期間ってちょっと厳密にいうとよくわからなくて、普通は、経済的利用可

能期間というのですけれども、おそらく30年か40年ぐらい。日本だと耐用年数省令

で22年ですけれどもね。それに100年前の家を売買すると、減価償却がどうなるか

というと、日本の例でいうと、中古住宅の場合5分の1です。ですから償却済の住宅

ですと、日本の例で考えると22年の5分の1で今だと全額ですかね、残存価格までは

償却可能なわけですよね。ですから、投資の対象として使っている人たち、シェル

ターというのですけれども。ベースとなるのはやはり100年前の家でも、ペンキ塗

りたくっているので錆びない、あるいはシロアリ対策ができていて使える。リノベ

ーションして躯体は残っているけれども、古い家の方がむしろ、テューダー王朝風

とかっていうのがあるのですが、そういうのが好まれています。高級住宅街に行く

とそういうのが普通に売買されていて、かつ住んでいる。ヨーロッパになると、躯

体を残して中身を全部入れ替えるっていうのが普通にあります。もともとの構造材

がレンガや石が多いので、日本みたいに木造で、高温多湿ですぐに腐ってしまうと

いう状態ではないですから。そういった町並みの景観保護で規制が厳しいので、外

壁は残したままで内側を鉄骨入れて作り直すというのがヨーロッパではありますの

で、少し事情が違います。だから、木造で腐りやすい家を建てられても、将来中古
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住宅としても使えないので結局空き家になってしまう。それよりは高規格住宅を誘

導していった方がよいと思っています。高規格分のところにプラスαのコストがか

かるわけです。そのコストの何％かを何年かで回収できるように措置するというの

が誘導的で良いのではないかなと思います。 

むしろ使わない、ボロボロになっていて撤去した方がいいような住宅を、形が家

だから空き家というのは少しおかしい。そういうのはむしろ、固定資産税も更地並

みに評価できるようにもっと圧力をかけていくべきかと思いますが、どうですか。 

座 長 
○○委員にお話しいただいているところは検討の２番３番４番に関わるところで

すね。 

委 員 すみません。ではそこは飛ばしましょう。 

座 長 
そもそもの、２番目が何か残すかという選択が入って後にリフォームの話も入る

のですが、１番目についてはいかがでしょうか。昭和39年の根拠はいかがですか。 

委 員 

それを確かめるためには、市域内の住宅戸数とか開発の時系列的なデータがない

と言えないですね。それから、ここ十数年はみどり税との関係も言わなければなら

ない。片方では緑化だ、開発抑制だとやっていながら、片方で新築住宅を建てたら

減額がありますよというのは、政策的に矛盾していますよね。 

座 長 みどり税との関係でもおかしいと。 

委 員 何でもいいから新築を建てようというのはおかしいと思います。 

座 長 とにかく、今はもう新築住宅を奨励するような時代ではない。 

委 員 

感覚的にはそう思うのだけど、それを実証するためにはやはりどれくらい市域内

でいわゆる住宅が増えてきたか。昭和39年の国全体で住宅が足りないと言っていた

時から、世帯数と住宅の比率ではなくて、実際にどれくらい横浜市域全体で開発が

進んで、住宅地が広がっていったか。それと、人口が増えているわけですから、人

口との見合いもあるでしょうし。それが世帯数と住宅戸数の割合ですよね。 

座 長 その辺りは２の資料で出していただいてはいるのですけれど。 

委 員 

それから核家族化もありますね。祖父母と一緒に住んでいたのに、ばらばらに住

むため２軒必要になっているというのが現状ですから。昭和30年代前半あたりから

考えると。そのあたりのデータがもう少しいただけると。 

座 長 そのあたりのデータがもう少しあった方がいいということですね。 

委 員 あった方が説明はしやすいと思います。 

座 長 ○○委員、いかがですか。 

委 員 

横浜市の中で、過去にマンションの乱開発という問題が出ていたかと思います。

この問題は今でもありますから、今日は載っていないですけど、まず、横浜の特徴

として、どういう問題が起きているのかというのをもう少し情報として出してもら

うといいのかなと思います。 

座 長 
新築住宅を促進するということについて、もう少し横浜市の状況、戸塚区の乱開

発とかの問題について資料を出してほしいと。 

委 員 

乱開発が止まらないとか、住宅過剰な部分もあるわけですよね。 

単に住宅政策だけではなくて、先ほどおっしゃっていたみどり税の関係もありま

すけれど、緑が失われているというような問題とか。あと、横浜市の地形として、

平地というよりかは地理的に危険そうな所とか。 

座 長 
土砂災害の問題、急傾斜地の問題なども合わせて主張したほうが、説得力がある

ということですね。 

委 員 横浜市の抱える地理的課題としてそういうのがありますので、それがあると、先ほ
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どの安全・防災にもつながる部分があり、横浜市にとっては、それが一番かなと思い

ます。 

あとは３ページのところの住宅の区分が「３階以上の準耐火・耐火構造の住宅」と

いうのがあるから、むしろミニ開発が進んでいるのかもしれません。結局、３階以上

の縦長の家があるのは、単に土地の値段が上がっていて土地が買えないというのも

あるかもしれませんが、住宅メーカーや不動産会社の売り方にも影響してくるので

はないかと。 

本減額措置の創設当初の昭和27年から歴史の話をしていただいたのですけれど

も、制度継続の要所要所で目的が少しずつ変わっていっている部分もあるのかなと

思いますので、単に「もういいのではないか」というのではなく、そこの整理はも

う少しあったほうがいいと思います。 

座 長 途中で規定が変わっている部分の理由ですよね。 

委 員 

はい。あと、資料でいいますと、７ページで昭和38年の税制調査会と国土交通省

の令和６年度税制改正要望がのっていますが、国の税制調査会などでこういう話が

なされているのか。国土交通省の税制改正要望については、国交省は国交省の意図

があってのことだと思うのですけれども。 

座 長 業界圧力でしょうね。 

委 員 そういうことによるマイナスの影響みたいなものが導き出せるといいのかなと。 

座 長 難しい注文になっていますけれども。 

委 員 

そうですね。それがわかれば、減額措置が多少効いているのかもしれないと思え

ますが。あとは、乱開発や平地の少なさといった、横浜市の立地の難しさは十分な

理由になるのではないかと思います。 

座 長 
もう少し丁寧にやったほうがいいというご指摘だと思います。○○委員いかがで

しょうか。 

委 員 
単純に、もう新築は時代が違うからと思っていたところですが、検討すべき事項

があるのだなと改めてご議論からわかりました。 

座 長 

減額の総額についても非常に大きな金額になっていますので、なかなかこれに見

合うだけの根拠があるのかというと、さすがに厳しいなというふうに思います。 

まずは、この新築住宅促進をどうしようかというところなのですが、○○委員い

かがでしょうか。 

委 員 
どのような新築がいいのかというのはありますが、新築の住宅の範囲を狭めない

といけないと思います。 

座 長 

はい。皆さんご意見ありがとうございました。 

では、２番目にいきましょうか。先ほどから○○委員から高規格ということで、

リフォーム可能なという条件が出されております。あるいは、資料の作り方からす

ると、この流れで省エネ関係というものも出されています。これに伴って逆に性能

が悪い住宅は重く課税するというのもありますが、これは置いておきます。 

まずは、一般論とすると、１つ目の論点からすると、ざっくりいうと時代が変わ

った。そして、○○委員がおっしゃるように、もう少し丁寧な理由が必要ですけれ

ども、まずはちょっと根拠も薄れているので新築を促進する時代ではないというこ

とで、そうなった時に全廃するのか、何かを残すのかというところで、○○委員の

方からは高規格、一般論からすると省エネ住宅に対象を絞る、と。 

委 員 あるいは耐震のための建て替えですね。 

座 長 耐震改修の場合、難しいのはやはり工事した後でないと減額が効かないので、耐
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震改修を促進するというのは逆に重課税しないといけなくなります。 

委 員 そちらで追い出しながら、逃げ場所を作るのがよい。 

座 長 
どうしても耐震改修を促進するのであれば、まずは重課税しておいて、耐震改修

工事をしたら課税を軽くする方法がある。 

委 員 それはそうです。 

委 員 

○○委員の議論は、私もとても賛成で、高規格の住宅を建設するということがと

ても大事だと思います。しかも、マンションもやはりきちんとした規格で耐震性が

整備されたものを促進していくことが当然、とても重要だと思います。私は原則的

に、そういうものこそ、補助制度をきちんと整備しておけばいいはずです。 

座 長 そちらの考えもありますね。 

委 員 

そういうことは、きちんと補助金で面倒をみてあげる。そうすると、例えば耐震

補強がきちんとされたマンションの建設に対しては、補助金がきちんと支給される

というのがいいです。税金だと一律に減額してしまいますから。 

委 員 高規格であることを減額の要件にしてしまえばいいですよ。 

委 員 

そうすると、どちらがいいかという判断は出てくると思うのですけれど、どうし

ても財政学者としては、税率はなるべく均一で、そういうのがどうしても必要だと

いう特定の目的があれば、きちんと補助金も与えるというほうがいいのではないで

すか。財政という面だと、健全な運用だと思います。 

座 長 財政学からするとそうなります。 

委 員 
そうです。ただ、議論はあります。高規格だったらきちんと減額するということ

を考えていくのはあります。 

座 長 

我々は、別に実際の政策決定ではなくあくまで理論的な可能性ですから、両方書

き込んでおくというのはあると思います。それをまずはとにかくその税の減額する

のか補助金でいくのかというのは少し置いておいて、まずは高規格というのは皆様

方、結構賛成ですね。 

委 員 

ちなみに、私は住んでいた田舎で、建てられて300年経った家に住んでいまし

た。ですが、そういう意味で言うと、○○委員の意見にはとても賛成です。きちん

とした立派なものを長く使うということはすごく意味があると思います。 

座 長 
論点４番目に飛んでしまうのですが、リフォーム促進で税制を使うというのは良

いと。 

委 員 私はそう思います。 

座 長 

まずは、固定資産税で新築住宅の減額措置はやめたうえで、残すのであれば高規

格住宅。もう一つ省エネもありますけれども、高規格住宅をさらにリフォームした

時には、都市計画税か固定資産税を少し優遇してあげる。 

委 員 

一番要らないと思うのは、耐震は新耐震でとりあえず間に合っているように見え

るけれども、例えば、材木に防腐措置をしていない、あるいはシロアリ対策をして

いない住宅。材質的に問題はないけれども、そういう住宅を新築だからといってメ

リットを与え続けるのはもう事情が違うのではないかと思います。家が足りないか

らメリットを与えているというよりももう家はあるわけですから。 

座 長 ○○委員がおっしゃるような規格はあるのですかね。 

委 員 あると思いますよ。 

座 長 高規格住宅の規格というのはあるのですか。 

企 画 係 長 現行の制度では、認定長期優良住宅の制度がそれに当たるかと思います。例えば
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マンションですと、住んでいる人が高齢化した場合に部屋の間取りを変えられるよ

うな可用性といった部分まで認定の要件とされていますので、委員の御指摘の高規

格でかつ長く使えるというものに当たるのではないかと思います。 

座 長 認定長期優良住宅は、国の制度ですか。 

企 画 係 長 はい。 

座 長 以前、本調査会で確認したCASBEEの制度は存続しているのですか。 

主 税 部 長 はい。 

委 員 CASBEEは事業用家屋が対象ですよね。 

主 税 部 長 何年か前の議論でもあったとおり、お墨つきという意味では少し弱いものです。 

委 員 

以前にCASBEEについて本調査会で議論したときの話については、租税条例主義の

観点から、減額措置を要綱で規定するのではだめで、条例を作るか、市税条例の中

にCASBEEと同じ条文を入れてくれというお話をしました。減免だから条例上の根拠

がなくてもできるというのは間違いで、減免を受けない納税者との不均衡を正当化

するのは条例規定で謳うことだということです。 

確認ですが、３ページの新築の説明で一般住宅と認定長期優良住宅があって、準

耐火構造・耐火構造となっていますが、構造材の材質は決まっていないのですか。 

主 税 部 長 

法的な書き方は表のようになっており、戸建よりもマンション等の適用期間の方

が長いという意味合いです。耐火構造自体も基本的にマンション等にはありますの

で。 

委 員 普通はＲＣとかですよね。 

主 税 部 長 

はい。戸建住宅でもあります。ただ、材質としてこれを使っていたら良いと指定

しているのではないです。耐火構造を有することは建築確認概要書を見ればわかり

ますので。 

委 員 
建築確認概要書で耐火・準耐火のチェックをするということで、建築のプロセス

での構造材の材質は問わないということですね。木造でも準耐火はありますよね。 

主 税 部 長 何を使っているかというよりも、性能的に耐火構造という形であれば。 

委 員 出口としてね。 

主 税 部 長 はい。 

委 員 
そうすると、耐火性能は確保できるけど、どれぐらいの期間使い続けられるかと

いうことはよく分からないですね。 

主 税 部 長 そうですね。 

委 員 長期優良住宅ですから、何かしら入っているのだとは思うのですが。 

主 税 部 長 減価償却の年数は定められておりますが。 

委 員 そちらサイドでね。 

主 税 部 長 実際使用される年数とは違いますので。 

委 員 もちろん。 

主 税 部 長 委員のおっしゃるとおり材質に何を使うとか作り方によっても幅はあります。 

委 員 
木造でも今ビルが建てるくらいの強度の木造、前加工といいますか、実際に組み

立てる前に材木に加工して、何か薬剤を注入しているのですよね。 

主 税 部 長 はい。横浜市内にもあります。 

委 員 

そういうのは別に木造でも構わない。償却期間が22年とれるはずなので、普通の

木造と一緒ですよね。それだとおそらく虫食いも少ないだろうし、あるいは準耐火

のサイディングにしてしまえば、出口としての準耐火も使える。そうすると、構造
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材は木造でもいけるではないですか。別に軽量鉄骨や重量鉄骨でなくてもいい。 

主 税 部 長 木造でも準耐火をとれれば対象になります。 

委 員 ですよね。 

主 税 部 長 
はい。ただ、基本的にイメージしているのは、先ほど申しました木造以外の材質

で作られたものということです。 

委 員 

すみません、いいですか。作ってほしいデータというと誘導的なのですが、もう

横浜市内で基本的には、横浜に住んでいる人にとって、家は足りているという文脈

が、客観的というか数字で見えれば論じやすくなると思います。 

主 税 部 長 人口、世帯数、戸数の関係ですよね。 

委 員 

そうです。昭和39年は確かに政府が言ったとおり住宅が足りないかもしれない。

それが30年50年経ってこういうふうに変わりましたというのがいえたらよい。そう

すると「見直しがありではないか」という文脈が出てくると思う。 

主 税 部 長 今回は世帯数と被せていますが。 

委 員 あるいは、先ほど言った面的な開発がどう進んだのか。 

企 画 係 長 

今回ご用意した資料ですと、10ページに横浜市内の総住宅数と総世帯数を並べた

形で数値自体は出しておりまして、市内の住宅総数という意味では、これ以外の数

字は出せないだろうと思います。 

委 員 
なるほど。できれば世帯当たりの同居の人数がわかれば。祖父母、子どもたちを

合わせて６人家族で住んでいたのが、今は２人とか３人とか。 

主 税 部 長 調べてみます。国勢調査等の結果でわかるかもしれませんので。 

委 員 核家族化で人数の細分化は進んでいるわけですよね。 

企 画 係 長 そうですね。世帯数は増加しているので。 

委 員 それがなぜかということです。 

企 画 係 長 はい。わかりました。 

座 長 

はい。ありがとうございます。２番目のところで今、高規格に話が集中している

のですが、その他はどうしましょうか。省エネ化に出るべきなのか出るべきでない

のか。 

委 員 個人的には、高規格の省エネ化は賛成です。 

座 長 高規格はないとだめですか。 

委 員 
なぜかと言えば、それは将来が問題だからです。将来の空き家対策をずっと考え

るのかという話ですから。 

座 長 住宅ストックのところに着目をされている。 

委 員 それが高規格だと将来リノベーションをして次の世代が使えるのではないかと。 

座 長 単純に省エネ住宅ではだめ、と。 

委 員 それは５年か10年ぐらいの短期的目標ですよね。 

座 長 
目的が違うといわれたら違うのですけれども。省エネだけでは○○委員はあまり

納得してくれない。 

委 員 
省エネに対するメリットはあっていいと思いますが、それとは別に高規格で省エ

ネにもメリットはあっていい。 

座 長 

そうであれば、委員の皆様もご意見いただければと思うのですが、省エネだけで

もいいから少し軽減を入れる。かつ高規格であればさらに軽減を積み上げるという

方法があり得るということ。その場合には、省エネだけでもありかどうか。 

委 員 ありだと思います。アラカルトですよね。 
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座 長 他の委員の方、いかがでしょうか。省エネを入れたほうがいいかどうか。 

委 員 横浜はそういう政策目標を持っているのではなかったですか。 

主 税 部 長 そうですね、前回のテーマで取り上げたとおりです。 

委 員 そうするとやはり入れとかないとだめなのでは。 

主 税 部 長 

観点が脱炭素やＣＯ２削減というところになります。○○委員のご指摘は、建物

の寿命の話だと思いますが、脱炭素という意味では、純粋には入っていません。結

果的に断熱性能が高いほうが長持ちするということは、もしかすると湿度の関係で

あるかもしれませんが。 

座 長 

答申の書きぶりからすると、新築だからといって全面的に減額する今の制度はも

はや時代にそぐわない。減額の対象として残すべきものとして、高規格、省エネを

列挙していこうかな、と。 

もちろん、やり方として減税もあれば補助金もありますよという話は後で書きま

すけれど、あと何か減額対象として残した方がいいものがありますか。高規格、省

エネ以外のところで。 

委 員 

省エネのところで、ＺＥＨ水準とかですと、建売りというといけないのかもしれ

ませんが、建売業者もＺＥＨ水準は一般的なので、新しく作るものがほとんど省エ

ネで、今までとあまり変わらない可能性もあるかなと思います。省エネだけですと

今までと変わらない、ですからもう一段上の、省エネの高規格でないとだめだと思

いますし、良質な住宅ストックと考えからすると、建物だけではなくて、敷地との

関係があって、○○委員もおっしゃっていたように、狭いところに建つ住宅は本当

に良質なのか、敷地の部分も含めて入れられるのかというのは気になります。 

委 員 そうすると用途規制とかも考えないといけないですね。 

委 員 そうですね。 

委 員 高さのこともあるし。 

座 長 建ぺい率や容積率も問題になってきますし。 

委 員 
今は床面積が小さいものに限っていますけれども、反対に減額の対象となる床面

積を大きくするという選択もあるのかなと。 

委 員 さきほどの120平米というのは、総床面積ですか。それとも建ぺいの話ですか。 

主 税 部 長 総床面積です。 

委 員 
３階建てだと40㎡×３ということですか。40㎡というと２ＤＫくらいですね。２

ＤＫの３階建てということですね。 

委 員 鉛筆みたいな。 

座 長 これは指摘しておいた方がいいですね。 

委 員 
ミニ開発はけしからんと言いながら、それにメリットを与えているということな

ので。 

委 員 
それはおかしいなと思います。災害時にも、隣の住宅と隣接していると、いろい

ろと問題が生じるかもしれませんから。 

座 長 
今の減額制度、これをやめろというわけですから、これに代わって残すものを作

るときには今の基準はやめろという話ですね。 

委 員 

もっと厳しい基準で求めるとか。先ほどの省エネ住宅の議論で断熱等級６、７へ

の補助というのを横浜市で実験的にやっていますと説明がありましたが、それがう

まくいったのでそれを本則にしますというのでもいいではないですか。省エネのほ

うはそちらでメリットを与えますと。 
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主 税 部 長 
断熱等級は年々、今まで標準だったものよりどんどん高規格になっていきます。

等級６も時代が進めばそのうち少し背伸びをしたら届くようになるかな、と。 

委 員 

その背伸びするところを後ろからきちんと支えてあげるというのが大事ですよ。

そういうふうに誘導しないと、全然違う方向に向いている人を誘導しようとしても

なかなかついてこないですよね。背伸びして手を延ばそうと思っているので、そこ

を支えるというのが、実現可能性が高いと思います。 

主 税 部 長 
建築局も先ほど断熱等級６、７はトップランナーと言っていましたが、そこを目

指してほしいので、いろいろなメニューをやっているところです。 

座 長 

答申の書き方からすると、減額措置の基準は毎年きちんと見直すこと。ほったら

かしにせず、時代と住宅建設の中身に応じて減額対象の住宅の基準をどんどん引き

上げていくべきだということは書いておきたいと思います。 

あとは、空き家問題のことは飛ばしまして、リフォーム促進についてはいかがで

しょうか。ご意見があればお願いいたします。 

委 員 

空き家問題とリンクしているのではないですか。空き家のままにしておくのでは

なくて、それをリフォームして賃貸でもいいし、自分で住むのもいいし、売却して

もいい。 

座 長 

空き家問題は取扱いが難しいので、高規格のリフォームをイメージしてお話しさ

せていただければと思うのですが、要は高規格のものには優遇して増やします。そ

して、これを将来的にはリフォームをして中古市場を充実させましょう、というの

が、一貫した政策的な部分になると思うのですが、その際にどういうことをやれば

いいのか。補助金なのか減税なのかの論点ももちろんありますし、減税をするとし

たらどういうやり方で進めればいいのか、何かご意見あればお出しいただければと

思います。 

委 員 

空き家で困るのは構造材が変えられないということですよね。構造材まで変えて

しまうと建て替えになりますから。木造だけれども補強しながらリフォームをし

て、空き家ではなくて人が住むということで、２次流通市場に流すなり自分で住む

なりとやってもらえればいい。 

座 長 
何を基準にリフォームを推奨するかがなかなか難しくて、300年前の家をリフォ

ームしますよとなっても、構造材を変えられるわけではないですから。 

委 員 耐震補強も絡んでいますから。 

座 長 
「300年前の古い家も大事ですよ」というのもありですから、なかなか基準が難

しい。 

委 員 

昔のちゃんとした木材で300年も耐えうるようなもので作っているならば、リフ

ォームも可能だと思うのですけれども、近年のかならずしも丁寧でない工事によっ

て建てられた住宅とか、今の家屋が中古市場に耐えられるのかなと。アメリカのよ

うに長く使えるようになれるのかというのは危惧があります。 

座 長 単純にリフォーム促進というのは少し表面的過ぎると。 

委 員 

そのような気がします。今日の話だと、新築についてはこれからの話ですから、

高規格のもので省エネもしっかりしてという住宅が揃ってくれば、中古市場の流通

に向かっていけるかもしれませんが、奈良の薬師寺東塔ですら白アリにやられてい

たという話もあります。宮大工さんによれば、法隆寺などの建て替えのときに、建

築学者は木に金属を入れて耐えられるのを進めようとしたけれど、宮大工さんは反

対したという話も聞いたことがあります。今、私たちが生きている時代の建築物は

過去の日本の建造物とは全く違うものになっている可能性もあります。果たしてコ
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ンクリートが日本の風土に合わせて耐えられるのかはまだ実験段階だと思いますか

ら、そうした意味でも中古市場の方に向いて行きましょうっていうのはちょっと怖

いかなと思います。ですが、宮大工さんの本によれば、現在の日本のヒノキについ

ては、何千年も耐えられるようなものは日本にはないと書いてありました。 

座 長 
慎重な書きぶりにしないと駄目ですね。将来的にはリフォーム促進税制はありだ

けれども。 

委 員 

これから先、中古住宅の活用の方向に進んでいくというのはあるけれども、今ス

トックされている住宅をリフォームして中古市場を増やしましょうというのは少し

怖いですし、安易とまではいわないけれども裏付けが曖昧ですし、先ほどから言っ

ているように横浜の立地でいけるのかなと。能登の状況を見ると、水分を含んでい

る木造住宅がどれくらい強いのか、それはマンションにも言えると思うのですけ

ど、外壁にヒビが入っているマンションはたくさんあるわけですから。これから建

てる住宅はいいですけれども。 

座 長 

答申の方向性からすると、○○委員におっしゃっていただいたことは大事なの

で、注意書きを厚く書く方向でいきましょう。答申の内容が上滑りにならないもの

にできるかなと。基本的には我々、リフォーム促進に賛成は賛成ですが、現状から

すると少し慎重にやらないといけない、と。あまり良くない住宅を単純に手入れし

ただけでそれを促進してしまうことになるので、もう少し慎重に考えるべきだとい

うような書きぶりになるかなと思います。案文の段階で委員にご意見いただければ

と思います。 

委 員 これから新たに建てる住宅には大いにやった方がいいと思います。 

座 長 方向性からすると、我々は基本的には賛成だけど、ということですね。 

委 員 上積みがあってもいいと思います。 

委 員 今の住宅だと本当に耐えうるものなのか、そうじゃないのかというのが。 

座 長 

これは調査をしてみないとわからない。今の住宅が本当に全部駄目なのかと言え

ばそういうことではなくて、良い住宅もある。これについてはリフォーム促進して

あげたい。だけど変なところまでは入れたくない。この辺の書きぶりが難しいか

と。 

委 員 その審査を誰が担保するのか。 

座 長 そういうことです。 

委 員 新築の時は、建築士の住宅インスペクションとかありますよね。 

委 員 これからはそれでいいかもしれない。 

委 員 

新築に限らず、インスペクションだから物があればできるわけで、建築士にイン

スペクションをもらって証明をもらえば上積みみになると考えてメリットを与えま

すよというのはいい方法かもしれない。 

委 員 
どういうメリットを与えるかはさじ加減の範囲内かもしれないけれど、100％担

保できるものでもないのではないかと思います。 

座 長 

はい。今インスペクションの話が出たのですが、最後に少し、時間を超えそうな

気がして申し訳ありませんが、空き家問題についてです。空き家の認定が非常に難

しいというのは当然ですけれど、誰が査察するのかという話もあります。私の家の

周りにも日中１時間くらい電気をつけに帰って来て、夜中は不在の家が何件もあ

り、それらは実質空き家なのですが、空き家の認定するのは非常に難しいだろう、

と。なので、そこに対して重課税をすると不公平になりかねないし、重課税すれば

するほど偽装空き家が増えてしまうという問題もあります。どうするべきでしょう
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か。なかなか難しいです。 

委 員 少しだけ電気をつけに来るというのは、どういう理由なのでしょうか。 

座 長 
おそらく税金のためではなく、空気の入れ替えやゴミ出し、整理のために来てい

るのだと思います。 

委 員 その方は空き家の感覚がないかもしれないですね。 

座 長 

ないでしょうね。普通の固定資産税額なので、別に何も気にしていないと思いま

す。そういうものを大都市である横浜市でどのぐらいあるのかというデータは今日

出していただいたのですけれど、やはり他の都市と同じように深刻だということで

す。固定資産税を払ってもらえればいいというのが税制の立場ですけれども、果た

してそれでいいのかということですよね。税金を誰かが納めてくれるからいいとい

うことで見逃していいのか、それともやはり何かすべきなのかということです。事

務局の方で何かありますか。 

主 税 部 長 

空き家は横浜市の重要な政策課題として、建築局中心に18区役所の現場も含めて

取り組んではいます。先ほど事務局からもご説明しましたとおり、住宅用地の特例

を外す対象というのは、ある程度朽ちていて、ちょっと使えないという住宅です。

壁がとれていたり屋根が抜けていたりというような、そういった住宅は特例を外せ

ていましたが、一歩手前の、そこに至るまでの住宅が多くありました。先般の法改

正により、これを「管理不全空き家」として、特例を外してよいという敷居ができ

ました。ただ、この水準をどうするかというのを建築局と検討しているところで

す。税の現場からいいますと、建築局によって、この住宅はもう１歩手前だという

認定をしてもらえれば特例を外すことができます。それを逆インセンティブとし

て、住宅を流通に回してもらうとか使ってもらうように取り組んではいます。 

座 長 
我々からすると、その基準は建築局に任せることにして、我々は空き家の認定が

された後のことを考えた方がいいということですか。 

主 税 部 長 

空き家の認定については、税としてはなかなか判断基準が難しい問題です。建物

が危険だといったことのレベル感が我々にはあまりありませんので。課税する立場

としては、この建物は何の資材が使われているかとかそちらからのアプローチにな

りますので。 

委 員 

そこでもさっき言っていた上積みの話があるのではないですか。危険な空き家か

どうかギリギリのところで今までは通常の住宅の扱いがされていたけれど、これか

らは違いますよ、危険な空き家の扱いになりますよという住宅に、もし所有者がリ

ノベーションしてインスペクションがとれて、流通にのせてくれればありかもしれ

ないですね。 

主 税 部 長 

前回建築局から説明があったと思いますが、省エネ改修は費用が相当かかりま

す。窓を断熱サッシに変えて、内壁を剥がして断熱材を全部入れ替えてということ

をやって初めて省エネ性能が満たされますので、改修工事に金額がかかってしまい

ます。それに対して税の補助が少ししかないというのは別の課題があるのですけ

ど。そういった課題もあるので、省エネ改修の減額があるからといって、ではやっ

てくれるかというところはなかなか難しいかなと。 

また、リフォームについては、省エネ基準として大体窓サッシと断熱材はやるの

で、ある程度のリフォームであれば今ある固定資産税と都市計画税の省エネ改修の

メニューを使うことはできます。 

委 員 
もう一つ上の基準とするのはどうですか。例えば、サッシでも断熱性能は色々あ

りますよね。それをできるだけ高いものにシフトする。それが本当の上積み部分に
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なりますよね。 

主 税 部 長 
そこの基準は税のほうでは設けていないです。 

建て替えたほうが安いということはあると思います。 

座 長 そうなってしまいますよね。コスト的には。 

主 税 部 長 
ただ、○○委員がおっしゃったように、建て替えた住宅の程度がどのようなもの

かはなんとも。 

委 員 負の再生産ですよね。 

主 税 部 長 
新築住宅においても、お風呂が良いとかそういった住宅設備ばかりが前に出てき

て、断熱性能等がかならずしも高くないような住宅というのもあるようです。 

座 長 
全般的に新築住宅を減額しているのは、それをまさに奨励してしまっているわけ

ですね。 

主 税 部 長 
今は新築であれば何でも減額してしまっているので。やはり減額の要件として、

ＺＥＨとか断熱等級６・７とかは最低限あったほうがいいのかなと思います。 

座 長 

 ということで空き家対策は書き方が難しいところですが、いいご意見をいただい

たのでそちらでメモ作りをして、最後にまた委員の皆様のご意見いただくようした

いと思います。 

今日の議論は以上になりますが、積み残しがあればまたご連絡いただければ。次

回の会議もありますので。 

今日、論点からすると、新築特例について残すべき高規格・省エネ。リフォーム

促進で空き家、このあたりについて、明確な答えは出せないかもしれませんがかな

り答申が書けそうな感じになってまいりました。 

何か委員の皆様ご意見ありますでしょうか。大丈夫ですか。ありがとうございま

した。それでは、事務局からお願いいたします。 

主 税 部 長 
次回会議への宿題事項の確認をさせていただきますが、○○委員からは１世帯当

たりの人数が分かればという話をいただきました。 

委 員 

それの時系列がわかるものですね。それから、私のイメージでは、要するに、地

図があって、昭和30年代くらいから現在まで市街化がどう進んでいるか。特に住宅

についてです。 

座 長 昨年度のみどり税の議論で示された緑被率の図みたいなものですか。 

委 員 緑被率ではなくて、住宅比率の図ですが。 

主 税 部 長 宅地化の状況ということですか。 

委 員 そうです。 

企 画 係 長 

市域の地図でそういうものがあればご用意します。次回の議題というよりは、委

員の皆様に、メールでご報告する形でもよろしいでしょうか。次回の会議が11月20

日なので、だいぶ先になってしまいますので。 

委 員 

住宅は足りているよねという文脈にならないと制度を動かせないですよね。そこ

を言えるようなエビデンスがほしい。エビデンスなしの政治的議論では、この税制

調査会では議論できないでしょう。 

委 員 
あと、私が言った固定資産税の減額措置の税制改正におけるターニングポイント

のところ。改正の背景があると思うので、なぜそうしたのか。 

企 画 係 長 改正の経緯、それぞれの年の改正の理由でしょうか。 

委 員 
改正の背景。そこを突いて「変えないといけません」という主張の裏付けになる

ので。何のために３階建てにしたのかとかです。 
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企 画 係 長 はい。分かりました。 

座 長 我々３階建てが嫌いなので。 

委 員 

その経緯の中で、横浜市にとってそぐわないところを見つけ出せるか。そこが重

要。単に他の市と一緒に言っているだけに過ぎないのではいけないので、そうだよ

ねって思わせるようなものがほしい。 

座 長 
わかりました。 

それでは次回の予定等をお願いします。 

主 税 部 長 
次回の日程は、11月20日の14時から16時で予定をしています。場所は追ってご案

内をさせていただきます。本日はありがとうございました。  
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